
平成27年度　大阪市生活困窮者自立相談支援事業実施状況
（平成27年4月～平成27年10月）
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各政令指定都市における新規相談受付件数

平成27年4月～平成27年10月

新規相談受付件数

就労者数

※大阪市における相談受付件数には

ホームレス相談支援受付分含まず

（件）

新規相談件数合計 4,180件
１区あたり一月平均 24.9件
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○ 情報提供・相談対応のみで終了が4割強
○ 他制度・他機関等へのつなぎが3割強○ 1～15日が2割強

○ 当日（0日）が7割弱
○ 自立相談支援機関での継続支援が2割強

平成27年度　大阪市生活困窮者自立相談支援事業実施状況

（平成27年4月～平成27年10月）

○ 相談経路は本人からの相談が約6割
○ 性別は男性が54.6%、女性が43.5%

○ 経済的困窮が6割弱 ○ 病気が2割強
○ 就職活動困難が2割強 ○ 住まい不安定が2割弱

○ 年齢は、7割が10歳代～64歳までの
　　稼動年齢層

初回相談受付からスクリーニングまでの日数は
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○ 自立相談支援事業の就労支援が6割弱
○ ハローワークとの一体的支援が5割強

 評価実施件数（再プラン含む）(496件)のうち、
　○ 終結ケースが7割強、再プランして継続したケースが2割強

終結までの支援・サービス利用期間については、
　○ 1か月以上3か月未満が約4割
　○ 3か月以上6か月未満が3割強
　○ 1か月未満が1割強

　○ 支援により約９割に効果がみられた

評価①では344件に変化がみられ、
　○ 就労開始（一般就労）が6割弱、就職活動開始が3割弱と、就労へ向けた変化が見られた

評価②では330件に変化がみられ、

就労者数（一般就労総数） ○
増収者数

　○ 自立意欲の向上・改善が4割強、対人関係・家族関係の改善が1割強、
　　　社会参加機会の増加が1割強と意欲の向上や社会性の回復が見られた

支援決定・確認件数（再プラン含む）(761
件)のうち、

442件
87件

新規相談件数4,180件のうち、約１割が支援により就労
に結びついた
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就職率は60.5%（202人）で、
○
○

○ 住居の状態は、ほとんどが「喪失のおそれ」
○ 世帯人数は、7割強が単身世帯

○ 年齢は、30歳未満が3割弱、40～49歳が2割強
○ 給付金の利用期間は、３か月が5割強、１か月が2割弱

○ 面談支援は2272回で、一人当たり6.8回実施
○ 同行支援は217回で、一人当たり1回実施

支援回数2489回のうち、
パートが5割弱
正社員が約3割

※別途、ハローワークとの一体的支援で39人が就職
（うち常用就職25人）

平成27年度　大阪市生活困窮者自立相談支援事業実施状況

（平成27年4月～平成27年10月）

○ 性別は男性が6割強、女性が3割強 ○ 年齢は、40代が3割強、30代が2割弱
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